
地方創生関係交付金　令和元年度事業　効果検証　一覧表

※地方創生推進交付金…指標の実績値、目標値の欄は、上段が県の数値、下段が雲仙市の数値を記載しています。

A：１００％以上、B：８０％以上、C：５０％以上、D：５０％未満（未着手含む。）

判定 左記の内容（外部意見を含む）

地方創生推進交付金を活用した事業

県 0 0 166 629 718 836 1,310

市 0 0 4 3 7 2 -

県 0 0 14 10 2 20 25

市 0 0 0 0 0 0 -

県 0 0 6 4 2 1 12

市 0 0 0 0 0 0 -

県 0 0 0 16,753 26,194 38,582 9,000

市 0 0 0 0 0 0 -

県 0 0 166 629 718 836 1,310

市 0 0 4 3 7 2 -

県 0 0 14 10 2 20 25

市 0 0 0 0 0 0 -

県 0 0 6 4 2 1 12

市 0 0 0 0 0 0 -

県 0 0 6 16,753 26,194 38,582 9,000

市 0 0 0 0 0 0 -
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策
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号

指標名 単位
基準値
（Ｈ26）

実績値
（Ｈ27）

実績値
（Ｈ28）

実績値
（Ｈ29）

実績値
（Ｈ30）

目標値
（R1）

指標に関連する事業名

担当課による検証
決算額
（千円）

担当課

1,445
地域づくり推進
課

地域運営組織の形成数（組織数） 箇所

小さな拠点の設立数（拠点数） 箇所

地域運営組織における売上額 千円

「移住サポートセンター」が関与して移住した外
部人材の数

人

小さな楽園拡大連携プロジェクト【広域連携事業
（長崎県、13市、8町）】
（市事業名：定住促進対策事業）

計画期間：平成28年度～令和2年度

Ｃ

平成２８年度に長崎県と県下市町で協働設置した移住サポート
センターに負担金を支出し、センターと連携し移住促進を図った。
【主なセンター事業】移住相談会の開催、個別移住相談対応、個
別就職相談対応、移住希望者紹介、移住体験キャンピングカー
事業、情報発信、長崎移住倶楽部

婚活イベントの広告を行い、移住・定住促進プロモーション事業
を行った。

ながさき移住サポートセンター負担金946千円
移住・定住促進プロモーション事業499千円

農漁村整備課

地域運営組織の形成数（組織数） 箇所

小さな拠点の設立数（拠点数） 箇所

地域運営組織における売上額 千円

「移住サポートセンター」が関与して移住した外
部人材の数

人

小さな楽園拡大連携プロジェクト【広域連携事業
（長崎県、13市、8町）】
（市事業名：漁業就業者確保育成対策事業）

計画期間：平成29年度～令和2年度

A
市においては、直接KPIの数値に表れていませんが、次代を担う
漁業後継者育成事業において、３名の新規漁業研修生を確保
し、有効な取り組みができたと思われます。

7,838



地方創生関係交付金　令和元年度事業　効果検証　一覧表

※地方創生推進交付金…指標の実績値、目標値の欄は、上段が県の数値、下段が雲仙市の数値を記載しています。

A：１００％以上、B：８０％以上、C：５０％以上、D：５０％未満（未着手含む。）

判定 左記の内容（外部意見を含む）

実績値
（R1）

基
本
方
針

政
策

施
策

番
号

指標名 単位
基準値
（Ｈ26）

実績値
（Ｈ27）

実績値
（Ｈ28）

実績値
（Ｈ29）

実績値
（Ｈ30）

目標値
（R1）

指標に関連する事業名

担当課による検証
決算額
（千円）

担当課

県 28 24 30 25 30 未確定 30

市 12 12 12 12 12 12 -

県 669 704 654 660 676 未確定 777

市 62 62 54 50 48 49 -

県 7,615 5,716 4,531 6,936 4,340 未確定 8,400

市 774 591 551 478 490 420 -

県 0 0 17,100,000 800,596.00 602,782.00 未確定 19,000,000

市 0 0 0 329,828 293,860 370,261 -

県 0 0 0 49.48 38.70 未確定 30

市 0 0 0 0 0 -6 -

県 0 0 1,100,000 203,792.00 1,201,401.00 未確定 2,400,000

市 0 0 0 2,833 4,758 5,208 -

県 0 0 0 - - - 734

市 0 0 0 - - - -

観光物産課観光客の延べ宿泊者数 万人

宿泊施設の従業員数（正社員） 人

延べ宿泊者数一人あたり観光消費額 千円／人

観光とスポーツを核とした「稼げる観光産業」創出
プロジェクト【広域連携事業（長崎県：長崎県、9
市、2町、佐賀県：佐賀県、4市、1町）】
（市事業名：観光戦略策定推進事業、観光周遊促
進強化事業、２１世紀まちづくり推進総合補助事
業、国内誘致事業）

計画期間：平成28年度～令和2年度

Ｂ

・観光関わる事業所等の連携の場を創出し、総合産業化に向け
た新たな観光戦略の策定に向け協議を進めた。
・旅行会社へ本市を周遊する旅行商品造成の支援を行うことで
観光客の増大を図った。
・市内観光団体が実施する着地型観光商品の開発・磨き上げや
地域資源を活用した商品開発・販売等にかかる事業への支援を
行った。
・観光団体及び旅行会社と連携し、市内宿泊客増加を目的とした
送客事業を行った。

15,598

1,129 農漁村整備課

前年度支援した『先駆的雇用型漁業経営体』毎
の付加生産額の向上割合
※29年度は、Ｈ28年度に加速化交付金で支援
した経営体の付加生産額の向上割合

％

水産物輸出額（関係団体分） 千円

漁業者の平均所得増加額 千円

養殖産地育成計画策定地区の総養殖生産額 千円

離島半島地域を中心とした『就業先として選ばれる
水産業』確立プロジェクト　【広域連携事業（長崎
県、6市、1町）】
（市事業名：新水産業収益性向上・活性化支援事
業
　、雇用型漁業育成支援事業、養殖産地育成計画
総合推進事業）

計画期間：平成29年度～令和元年度

A

市においては、新水産業経営力強化事業で、アサリ養殖筏の施
設整備の支援を実施。新規就業者の事業と併せ、若い事業者た
ちが取組む施設の整備ができたことにより、効果的な支援が実
施できたと思われます。



地方創生関係交付金　令和元年度事業　効果検証　一覧表

※地方創生推進交付金…指標の実績値、目標値の欄は、上段が県の数値、下段が雲仙市の数値を記載しています。

A：１００％以上、B：８０％以上、C：５０％以上、D：５０％未満（未着手含む。）

判定 左記の内容（外部意見を含む）
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県
530

（H30）
358 660

市
23

(Ｈ30）
12 -

県
0

（H30）
0 3

市 - - -

県
0

（H30）
18 100

市 0 3 -

県
530

（H30）
358 660

市
23

(Ｈ30）
12 -

県
0

（H30）
0 3

市 - - -

県
0

（H30）
18 100

市 0 3 -

地域づくり推進
課

支援事業を通じて行われた事業承継の件数 件

支援事業を通じて行われた事業拡充に伴う雇
用の増加数

人

「移住サポートセンター」及び市町の相談窓口
を介した本県への移住者数

人

地域課題解決型　移住・定住促進事業【広域連携
事業（長崎県、13市、4町）】
（市事業名：雲仙市地域産業雇用創出チャレンジ
支援事業）

計画期間：令和元年度～令和3年度

Ｄ

　雲仙市地域産業雇用創出チャレンジ支援事業「移住支援金」に
ついては、交付要綱を整備し、周知を図った。しかしながら、東京
都からの移住者は２世帯いたが、補助要件である起業や指定企
業への就職には至らず、交付実績は０件となった。
　また、県外からの移住者は移住相談や空き家バンクへの入居
などを経て8世帯12名となった。

0

8,403 商工労政課支援事業を通じて行われた事業承継の件数 件

支援事業を通じて行われた事業拡充に伴う雇
用の増加数

人

「移住サポートセンター」及び市町の相談窓口
を介した本県への移住者数

人

地域課題解決型　移住・定住促進事業【広域連携
事業（長崎県、13市、4町）】
（市事業名：雲仙市地域産業雇用創出チャレンジ
支援事業）

計画期間：令和元年度～令和3年度

Ａ

支援事業を通じて行われた事業拡充に伴う雇用の増加について
は、事業への申請が４件あり、３件の事業者が採択され、３名の
雇用増加が図られた。
引き続き、事業拡充事業に取り組み、雇用の増加を図っていきた
い。


